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貸 借 対 照 表
（2023年3月31日現在）

三菱電機ITソリューションズ株式会社
（単位：千円）

資産の部 負債の部

  流動資産 8,534,615   流動負債 4,977,098

現金及び預金 866,759 買掛金 1,790,916

受取手形 65,557 未払金 520,767

電子記録債権 979,261 未払費用 509,922

売掛金 4,658,864 リース債務 128,251

契約資産 580,793 契約負債 720,581

リース投資資産 127,347 未払法人税等 233,340

未収入金 15,147 賞与引当金 1,022,041

商品 271,562 預り金 49,714

仕掛品 551,520 工事損失引当金 1,563

立替金 12,792   固定負債 2,573,709

前払費用 298,645 長期預り金 10,000

短期貸付金 100,556 リース債務 306,279

その他 5,823 退職給付引当金 2,203,754

貸倒引当金 △ 18 役員退職慰労引当金 31,500

  固定資産 4,186,434 事業撤退損失引当金 22,176

    有形固定資産 461,806 負債合計 7,550,808

建物及び付属設備 57,561 純資産の部

構築物 466 　株主資本 5,170,241

工具器具備品 358,916 　　資本金 1,000,000

土地 44,520 　　資本剰余金 10,000

建設仮勘定 342 資本準備金 10,000

    無形固定資産 1,659,833 　　利益剰余金 4,160,241

ソフトウェア 956,972 利益準備金 134,787

ソフトウェア仮勘定 702,861 その他利益剰余金 4,025,453

電話加入権 0 　　別途積立金 315,000

    投資その他の資産 2,064,793 　　繰越利益剰余金 3,710,453

投資有価証券 5,200

関係会社株式 100

出資金 20

前払年金費用 295,604

繰延税金資産 1,139,154

敷金及び保証金 331,754

リース投資資産 292,958

その他投資 2,699

長期貸倒引当金 △ 2,699   純資産合計 5,170,241

　資産合計 12,721,049 負債及び純資産合計 12,721,049  



2 

損 益 計 算 書
（自  2022年4月  1日）
（至  2023年3月31日）

三菱電機ITソリューションズ株式会社
（単位：千円）

売上高 19,340,368

売上原価 13,173,139

　　　売上総利益 6,167,229

販売費及び一般管理費 5,318,655

　　　営業利益 848,574

営業外収益

受取利息 557

受取配当金 5,434

雑収入 5,235 11,227

営業外費用

支払利息 55

雑損失 16,104 16,160

　　　経常利益 843,641

税引前当期純利益 843,641

法人税、住民税及び事業税 289,985

法人税等調整額 △ 30,245 259,739

当期純利益 583,902

科目 金額
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三菱電機ITソリューションズ株式会社
（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金 利益剰余金合計 株主資本合計 純資産合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 1,000,000 10,000 125,427 315,000 3,229,511 3,669,939 4,679,939 4,679,939

事業年度中の変動額

剰余金の配当 9,360 △ 102,960 △ 93,600 △ 93,600 △ 93,600

当期純利益 583,902 583,902 583,902 583,902

事業年度中の変動額合計 - - 9,360 - 480,942 490,302 490,302 490,302

当期末残高 1,000,000 10,000 134,787 315,000 3,710,453 4,160,241 5,170,241 5,170,241

その他利益剰余金

株主資本等変動計算書
（自2022年4月1日　至2023年3月31日）
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個別注記表 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  （１）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

ⅰ）子会社株式 

移動平均法による原価法 

ⅱ）その他有価証券 

市場価格のないもの・・・移動平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

ⅰ）商品・・・・個別法による原価法 

ⅱ）仕掛品・・・個別生産によるものは個別法による原価法 

（注）貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし 2016 年４月１日以降に取得した建物付属設備については定額法）を採用しており

ます。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

ⅰ）ソフトウェア 

ａ）市場販売目的ソフトウェア 

主に見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額を比

較し、いずれか大きい額を計上しております。 

ｂ）自社利用目的ソフトウェア 

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

③ リース資産 

       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

         リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

（３）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、当期の負担額を計上しております。 

③ 工事損失引当金 

当事業年度において見込まれる未引渡工事の損失に備えるため、当該見込額を引当計上してお

ります。 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 
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ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。 

     ⅱ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）による

定額法により按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており

ます。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

⑥ 事業撤退損失引当金 

 事業撤退に伴い発生する費用及び損失に備えるため、その発生見込額を計上しております。 

（４）収益及び費用の計上基準 

 物品販売については、顧客との販売契約に基づいて商品を引き渡す履行義務を負っております。

当該履行義務は、商品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得して充足

されると判断し、引渡時点で収益の認識しております。 

 サービスに係る取引については、顧客との運用・保守・支援等の契約に基づいて継続的にサー

ビスを提供する義務を負っております。当該契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足するこ

とから、その期間に応じて収益を認識しております。 

 受託開発・工事に係る取引については、顧客との請負契約に基づいて要求仕様に基づく開発・

工事を履行する義務を負っております。当該契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足するこ

とから、その期間に応じて収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見

積ることができる場合には、期末日における見積総原価に対する累計実際発生原価の割合に基づ

くインプット法を使用して、当該進捗度に基づき収益を認識し、合理的に見積ることができない

ものの、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価

回収基準を用いて収益を認識しております。取引の対価は、履行義務を充足したのち、概ね１年

以内に受領しております。 

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①三菱電機株式会社を親法人とするグループ通算制度を採用しております。 

     

２．貸借対照表に関する注記 

  （１）有形固定資産の減価償却累計額           894,098 千円 

（２）保証債務 

     住宅ローン保証債務               27,847 千円 

  （３）金銭債権・債務のうち関係会社に対するものは次のとおりであります。 

     短期金銭債権                 265,481 千円 

     短期金銭債務                 209,013 千円 
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３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高は次のとおりであります。 

  営業取引 

売上高              585,745 千円 

仕入高               284,106 千円 

その他の営業取引高              320,622 千円 

      営業取引以外の取引 

受取利息                      557 千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数 

    普通株式                    800,000 株 

（２）配当に関する事項 

① 配当金支払額 

  ⅰ）2022 年６月 27日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

  ・普通株式の配当に関する事項 

    ａ）配当金の総額                 46,800 千円 

    ｂ）1株当たりの配当額                58 円 50 銭 

    ｃ）基準日                  2022 年３月 31日 

    ｄ）効力発生日                2022 年６月 30日 

  ⅱ）2022 年 10月 28 日の取締役会において、次のとおり決議しております。 

  ・普通株式の配当に関する事項 

    ａ）配当金の総額                  46,800 千円 

    ｂ）1株当たりの配当額                58 円 50 銭 

    ｃ）基準日                  2022 年９月 30日 

    ｄ）効力発生日                2022 年 11 月 30 日 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力が翌事業年度となるもの 

2023 年６月 30日の定時株主総会において、次のとおり決議する予定であります。 

  ・普通株式の配当に関する事項 

    ａ）配当金の総額                   87,550 千円 

    ｂ）配当の原資                  利益剰余金 

    ｃ）1株当たりの配当額                109 円 43 銭 

    ｄ）基準日                  2023 年３月 31日 

    ｅ）効力発生日                2023 年６月 30日 

 

５．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産の主な原因別の内訳 

繰延税金資産の主な内訳は、賞与引当金・退職給付引当金・減価償却超過額などがあります。 
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（２）法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、当事業年度の期首より、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに

伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度

を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42号 2021 年８月 12日）に

従っております。 

 

６．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

   当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。 

   受取手形及び電子記録債権並びに売掛金に係る顧客の信用リスクは、一般取引先管理規程に沿っ

てリスク低減を図っております。 

    短期貸付金は三菱電機国内グループファイナンス制度への拠出に係るものであります。 

   営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

   2023年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、現金及び預金や受取手形、

電子記録債権、売掛金、短期貸付金、買掛金及び未払金等の短期間で決済されるもの、重要性が乏し

いものについては時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。 

   なお、貸借対照表に計上している投資有価証券（5,200 千円）、及び関係会社株式（100 千円）は、

非上場株式であり、市場価格がないことから、時価を注記しておりません。 

 

７．関連当事者との取引に関する注記 

(単位：千円)

役員の兼
任等

事業上の関係

製品の購入 284,106 買掛金 68,189

役務提供 106,588 未払金 40,257

資金の貸付 5,750,000 短期貸付金 100,556

利息の受取 557

取引条件および取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。

162,198

1,958,268 未払金 132,671

科目 期末残高

213,983 未払金 20,773

売掛金 154,942
ソフトウェア製品

の販売
582,984

種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容 取引金額

親会社 三菱電機株式会社
被所有
100％

-
製品の仕入・販

売先

親会社の
子会社

三菱電機インフォメー
ションネットワーク株式

会社
-

兼任
2名

製品の仕入先・
保守委託・製品

外注先

子会社
エムビーテクノ株式会

社
所有
100％

-
業務委託契約

の締結
業務委託料の

支払い

役務提供料の
支払い

ハードウェアの
購入・保守委

託・サービスの
外注

1,124,041 買掛金

親会社の
子会社

三菱電機インフォメー
ションシステムズ株式

会社
-

兼任
1名

役務提供契約
の締結
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８．１株当たり情報に関する注記 

 １株当たり純資産額                     6,462 円 80 銭 

１株当たり当期純利益                                        729 円 87 銭 

 

９．収益認識に関する注記 

  （収益を理解するための基礎となる情報） 

   「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

    記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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